
 

○長浜市附属機関設置条例 

平成25年９月30日条例第27号 

最終改正 令和４年３月29日条例第12号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるもののほか、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、附属機関の設置等に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

（附属機関の設置等） 

第２条 市は、別表執行機関の欄に掲げる執行機関の附属機関として、それぞれ同表附属機関の欄に

掲げる附属機関を置く。 

２ 附属機関の所掌する事務は、別表所掌事務の欄に掲げるとおりとする。 

３ 附属機関の委員（次条に規定する専門委員その他の臨時の委員を除く。）の定数は、別表委員の

定数の欄に掲げるとおりとする。 

（専門委員等） 

第３条 附属機関に、執行機関が定めるところにより、専門委員その他の臨時の委員を置くことがで

きる。 

（部会等） 

第４条 附属機関に、執行機関が定めるところにより、部会その他の合議制の組織を置くことができ

る。 

（委員の守秘義務） 

第５条 附属機関の委員（第３条に規定する専門委員その他の臨時の委員を含む。）は、職務上知り

得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、当該附属機関の

属する執行機関が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年10月１日から施行する。 

（長浜市特別職報酬等審議会条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(１) 長浜市特別職報酬等審議会条例（平成18年長浜市条例第41号） 

(２) 長浜市公有財産審議会設置条例（平成18年長浜市条例第57号） 

(３) 長浜市高齢者保健福祉審議会条例（平成18年長浜市条例第124号） 

(４) 長浜市国民宿舎豊公荘運営審議会条例（平成18年長浜市条例第129号） 

(５) 長浜市公共下水道事業審議会条例（平成18年長浜市条例第166号） 

(６) 長浜市総合計画審議会条例（平成18年長浜市条例第229号） 

（経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前のそれぞれの条例の規定による附属機関及びその委員その他の構成員は、

この条例の規定による相当の附属機関及びその委員その他の構成員となり、同一性をもって存続す

るものとする。この条例の施行の際市長又は教育委員会が定めるところにより置かれている委員会

その他の合議制の機関及びその委員その他の構成員についても、同様とする。 

４ 附則第２項の規定による廃止前のそれぞれの条例の規定による附属機関に係る諮問、答申その他

の行為は、この条例の規定による相当の附属機関に係る諮問、答申その他の行為とみなす。前項後

段に規定する委員会その他の合議制の機関に係る諮問、答申その他の行為についても、同様とする。 

附 則（平成26年３月28日条例第15号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

（長浜市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 長浜市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成18年長浜市条例第39

号）の一部を次のように改正する。 

別表長浜市病院事業倫理委員会の委員の項の次に次のように加える。 

参考資料１ 



 

ながはまグローカルチャレンジ応援事業

審査会の委員 

識見を有する委員  
日額 15,000円 

その他の委員 

日額 4,400円 

附 則（平成27年２月28日条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第

76号）の施行の日から施行する。（後略） 

附 則（平成27年３月20日条例第21号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年12月20日条例第43号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年３月28日条例第19号） 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月25日条例第22号） 

この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月30日条例第３号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月30日条例第21号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月29日条例第12号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

執行機関 附属機関 所掌事務 委員の定数 

市長 

  

長浜市公有財産審議会 公有財産等の取得、管理及び処分並びに

これらに関連する事項について調査審

議すること。 

13人以内 

長浜市公共施設マネジメン

ト推進委員会 

公共施設に関する基本方針及び計画の

策定並びに公共施設の管理の最適化そ

の他公共施設マネジメントの推進に関

し必要な事項を調査審議すること。 

15人以内 

長浜市特別職報酬等審議会 議会の議員の議員報酬の額、市長、副市

長及び教育長の給料の額並びに地方自

治法第100条第14項の政務活動費の額に

関し必要な事項を調査審議すること。 

10人以内 

長浜市不祥事再発防止委員

会 

不祥事再発防止に向けた対策及び運用

に関し必要な事項を調査審議すること。 

５人以内 

長浜市地域経営改革会議 行政改革の基本方針及び計画の策定及

び進行管理並びに地域経営改革の推進

に関し必要な事項を調査審議すること。 

10人以内 

長浜市男女共同参画を進め

るパートナーシップ委員会 

男女共同参画社会の実現を目指した計

画の策定及び施策の推進に関し必要な

事項を調査審議すること。 

14人以内 

長浜市入札監視委員会 市が発注する工事等の入札及び契約手

続における公正性の確保並びに客観性

及び透明性の向上を図るため必要な事

項を調査審議すること。 

５人以内 

 ～以下、省略～ 

 


